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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
 



 

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

該当なし    

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H27.12.9 通信利用動向調査 総 務 大 臣

H27.12.9 生産者の米穀在庫等調査 農 林 水 産 大 臣

H27.12.9 集落営農実態調査 農 林 水 産 大 臣

H27.12.25 民間人材ビジネス実態把握調査 厚 生 労 働 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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○一般統計調査の中止通知

通知年月日 統計調査の名称 実施者

H27.12.8 建築物実態調査 国 土 交 通 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に通知された一般統計調査の中止について掲載したもの
   である。

- 3 -



 

（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H27.12.7
東京都における販売・営業分野での雇用に関する職業能力開
発ニーズ調査

東 京 都 知 事

H27.12.7 「新県立大学」の卒業生の採用意向に関するアンケート調査 長 野 県 知 事

H27.12.7 佐賀県住生活基本計画見直しに係る県民アンケート調査 佐 賀 県 知 事

H27.12.7
佐賀県住生活基本計画見直しに係る50代以上県民アンケート
調査

佐 賀 県 知 事

H27.12.7 受動喫煙に係る実態調査 沖 縄 県 知 事

H27.12.7 漁家意識調査 福 岡 市 長

H27.12.14 労務管理実態調査 岡 山 県 知 事

H27.12.17 高年齢者就業状況等調査 福 岡 市 長

H27.12.28 埼玉県知事選挙の啓発活動等に関する意識調査 埼 玉 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもので
ある。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H27.12.2 受動喫煙防止対策実施状況調査 青 森 県 知 事

H27.12.7 北九州市雇用動向調査 北 九 州 市 長

H27.12.7 市民アンケート 北 九 州 市 長

H27.12.9 企業対象暴力に関するアンケート調査 北 九 州 市 長

H27.12.14 神戸市内景況・雇用動向調査 神 戸 市 長

H27.12.17 新潟市景況調査 新 潟 市 長

H27.12.18 岩手県生産動態統計調査 岩 手 県 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもので
ある。
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 通信利用動向調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年１２月９日 

【実施機関】 総務省 情報通信国際戦略局 情報通信政策課 情報通信経済室 

【目 的】 本調査は、利用者の視点における情報通信の利用動向を把握し、情報通信行

政の施策の策定及び評価のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－通信利用動向調査 調査票（世帯用） ２－通信利用動向調査 調

査票（企業用） 

【公 表】 印刷物及びインターネット（平成２８年６月末） 

※ 

【調査票名】 １－通信利用動向調査 調査票（世帯用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）直近の４月１日現在で満年齢２０

歳以上の世帯員がいる世帯 （抽出枠）都道府県及び都市規模を層化基準 

（住民基本台帳） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０，５９２／５１，９５０，５０４ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）平成２７年１２月３１日 （系統）総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２８年１月上旬～同月下旬 

【調査事項】 １．世帯全体用 （１）情報通信機器の保有状況、利用状況、（２）イン

ターネットの利用状況、（３）インターネット利用における被害状況、（４）

インターネット利用におけるセキュリティ対策状況、（５）インターネット

を利用していて感じる不安等、（６）１８歳未満の子どものインターネット

利用状況、（７）デジタルテレビ放送の利用状況、（８）世帯の構成（世帯員

数、６歳未満世帯員数、世帯年収）、２．世帯構成員用 （１）情報通信機

器の保有状況、（２）インターネットの利用状況、（３）インターネットの利

用目的、用途、（４）ソーシャルメディアの利用、（５）映像・音声コンテン

ツの利用、（６）スマートフォン、タブレット型端末の利用 

※ 

【調査票名】 ２－通信利用動向調査 調査票（企業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成１９年１

１月改定。以下同じ。）大分類に掲げる大分類Ｓ「公務を除く産業」に属す

る常用雇用者規模１００人以上の企業 （抽出枠）業種及び常用雇用者数を

層化基準 （事業所母集団データベース（平成２６年次フレーム（速報版）） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，１４０／４１，６５９ （配布）郵

送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平

成２７年１２月３１日又は平成２６年４月１日～翌年３月３１日若しくは
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調査時点に最も近い決算日までの１年間 （系統）総務省－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２８年１月上旬～同月下旬 

【調査事項】 １．インターネットの利用状況、２．インターネットによる情報発信、３．

電子商取引、４．無線通信技術を利用したシステム・ツールの導入状況、５．

クラウドコンピューティングの利用状況、６．テレワーク、７．ＩＣＴ教育、

８．情報通信ネットワークの安全対策、９．情報通信ネットワークの利用上

の問題点等、１０．企業の概要（資本金額、年間売上高、営業利益、人件費、

減価償却費及び従業員数）  
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【調査名】 生産者の米穀在庫等調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年１２月９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 

【目 的】 本調査は、生産者の米穀の在庫量、消費量、販売量等の実態を把握し、米穀

の需給及び価格の安定を図る観点から、食糧行政を円滑に遂行する等、各種行政

施策の推進のための基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 平成２２年に、調査の名称を「米穀の生産・販売等動態調査」から「生産者

の米穀在庫等調査」に変更、調査対象の範囲を「米麦の出荷等に関する基本調査」

から「農林業センサス」に変更、２種類の調査票のうち「品種別作付面積に関す

る調査票」の廃止、調査の方法を職員調査と郵送調査の併用から調査員調査へ変

更、実施機関を食糧部から統計部へ変更、調査票の回収を毎月回収から年３回（６

月、９月、４月）に変更、公表時期を毎月公表から年３回（７月、１０月、翌年

６月）に変更された。また、平成２６年に調査票の回収を年４回（６月、９月、

１２月、４月）変更している。 

【調査の構成】 １－生産者の米穀在庫等調査 調査票 

【公 表】 印刷物及びインターネット（農林水産省ホームページ及び e-stat）（概要：調

査実施年度の７月（６月末見込み）、１１月（６月末）及び調査実施年度の翌年

の７月（年度）、詳細：調査実施年度の翌年の９月） 

※ 

【調査票名】 １－生産者の米穀在庫等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農家 （属性）販売目的で水稲を１０アール以上

作付けた販売農家 （抽出枠）２０１０年農林業センサス結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５８９／１，１４９，１２３ （配

布）調査員・郵送 （取集）調査員・郵送 （記入）自計 （把握時）毎月  

（系統）農林水産省－地方農政局等－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）（４月及び５月分の調査票）：６月上旬、（６

月～８月分の調査票）：９月中旬、（９月～１１月分の調査票）：１２月中

旬、（１２月～翌年３月分の調査票）：翌年４月中旬 

【調査事項】 １．属性情報（世帯員数、水稲作付のべ面積）、２．月初在庫量、３．供

給量、４．消費量、５．販売量、６．無償で譲渡した量、７．月末在庫量、

８．６月末（見込み）在庫量 （５月分調査の提出時のみ報告を求める。）  
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【調査名】 集落営農実態調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年１２月９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 本調査は、「食料・農業・農村基本計画」（平成２７年３月３１日閣議決定）

において、力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手として位置付けられ

た集落営農組織の育成・確保等に係る施策の企画・立案、推進等に必要な資料の

整備を行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－集落営農実態調査票 

【公 表】 印刷物及びインターネット （概要：調査実施年３月末日、詳細：調査実施

年１０月末日） 

※ 

【調査票名】 １－集落営農実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 （直近の農林

業センサスにおいて、耕地の存在が認められなかった市区町村を除く。） 

（抽出枠）ｅ－ｓｔａｔより把握した全市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７３５（見込み） （配布）郵送 （取集）

郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）毎年２月１日現在 （系

統）農林水産省－地方農政局等－報告者（市区町村） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月中旬～翌年２月中旬 

【調査事項】 １．集落営農の概要（１）継続等区分、（２）設立年次、（３）集落営農の

組織形態、（４）農業生産法人について、（５）法人化計画について、（６）

特定農業法人、特定農業団体への該当、（７）経営所得安定対策への加入状

況、（８）当該集落営農が存在する農業集落の中山間地域等直接支払交付金

対象地域への該当、（９）当該集落営農が存在する農業集落の多面的機能支

払交付金対象地域への該当、（１０）人・農地プランの中心経営体としての

位置付けの有無、（１１）（人・農地プランに位置づけられている組織のみ） 

構成員数、（１２）（人・農地プランに位置づけられている組織のみ）従業員

数、（１３）規約・定款の整備、（１４）集落営農の構成、（１５）農用地利

用改善団体について、２．集落営農の営農状況（１）経営規模・農地利用の

現状、（２）集落内の営農を一括管理・運営、（３）集落営農の活動内容、（４）

集落営農における主たる従事者数、（５）収支の共同経理の状況について  
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【調査名】 民間人材ビジネス実態把握調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年１２月２５日 

【実施機関】 厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部企画課民間人材サービス推進

室 

【目 的】 （事業所・労働者調査の目的） 民間人材ビジネスを利用するユーザーたる

求人者・求職者の動向の把握・分析等を機動的に行うため、求人者である事業所

から、求人募集の方法、利用機関及びその頻度・理由、民間人材ビジネス事業者

から求めるサービス内容等、また、求職者であった労働者からは、現職の状況、

前職の状況、求職活動期間、活動中に利用した機関、今後求めるサービス内容等

ニーズに対する認識等の実態を把握し、行政運営上の基礎資料として、今後の民

間人材ビジネスの活用・育成に資することを目的とする。 （派遣元事業者調査

の目的） 労働者派遣事業者の動向や事業環境の変化等の把握・分析を機動的に

行うため、業績の変動・今後の見通し、派遣労働者の雇用管理状況、派遣期間終

了後の対応状況等の情報を収集し、行政運営上の基礎資料として、今後の民間人

材ビジネスの活用・育成に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－事業所調査票 ２－労働者調査票 ３－派遣元事業者調査票 

【公 表】 インターネット（厚生労働省ホームページ及びｅ－Ｓｔａｔ）及び印刷物 （概

況及び報告書：平成２８年１２月） 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる１６

大産業 （鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供

給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険

業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲

食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業 （生活関連サービス業のうち

家事サービス業を除く。）、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス事

業、サービス業（他に分類されないもの。ただし、政治・経済・文化団体、

宗教、外国公務を除く。））に属する常用労働者５人以上を雇用する民営事業

所 （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２６年次フレーム） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，８００／１，３００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年６月１日現

在 （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２８年１月８日～１月２２日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項（１）常用労働者数、２．今後の人員構成

の方針、３．求人に関する事項（１）過去における求人状況、（２）求人募

集時の職種別の採用人数、利用機関及び最も利用頻度の高い機関、（３）利
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用機関別の利用理由、（４）紹介に関する報酬の支払い方法、４．民間人材

ビジネスの活用について（１）利用機関別、職種別の採用に関するコスト意

識、（２）民間人材ビジネス事業者が提供する人材確保以外のサービスの利

用状況、（３）民間人材ビジネス事業者のサービスに対する評価、（４）民間

人材ビジネス事業者への不満、問題点等（内容、相談先、解決状況）、（５）

医師・看護師の採用に関するトラブル（有無、内容、タイミング、採用・募

集ルート）、（６）医師・看護師が採用後に辞めた場合の辞めるまでの期間、

（７）民間人材ビジネス事業者のサービス内容、契約条件の認知度、（８）

民間人材ビジネス事業者の機関別の利用しない理由、（９）採用活動におい

て有効と思われる民間人材ビジネス事業者の提供サービス 

※ 

【調査票名】 ２－労働者調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）事業所票の対象事業所で雇用され

ている過去１年以内に入職した常用労働者 （抽出枠）事業所票の対象事業

所を第１次抽出単位、そこで雇用されている過去１年以内に入職した労働者

を第２次抽出単位とした層化二段抽出法により選定 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，９００／７，１７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年６月１日現

在 （系統）厚生労働省－民間事業者－調査対象事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２８年１月８日～１月２２日 

【調査事項】 １．労働者の属性に関する事項（１）年齢、性別、居住地、（２）前職の

状況（業種、職種、事業所規模、雇用形態、役職、収入）、（３）現職の状況

（職種、事業所規模、雇用形態、役職、収入）、２．就職活動に関する事項

（１）前職を辞めた理由、（２）求職活動期間、アプローチ企業数、（３）求

職活動で利用した機関、利用理由、３．民間人材ビジネス事業者の利用に関

すること（１）利用した民間人材ビジネス事業者数、（２）民間人材ビジネ

ス事業者に支払ったコスト、（３）紹介手数料の支払いの有無、金額及び紹

介職業、（４）民間人材ビジネス事業者に支払うコストの意識、（５）就職祝

い金等の有無及び金額、（６）民間人材ビジネス事業者利用時の満足度、４．

民間人材ビジネス事業者の業務状況（１）民間人材ビジネス事業者への不満、

問題点等、（２）求人条件と採用条件の相違内容、（３）固定残業代制の認知

の時期及び固定残業時間以上の残業に対する給与支給状況、（４）民間人材

ビジネス事業者への不満、問題点等に関する相談先及び解決状況、（５）民

間人材ビジネス事業者が提供しているサービス内容に関する認知度、（６）

民間人材ビジネス事業者を利用しなかった理由、（７）今後の求職活動にお

いて有効と思われる民間人材ビジネス事業者の提供するサービス内容 

- 11 -



※ 

【調査票名】 ３－派遣元事業者調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）労働者派遣法第２３条に規定す

る派遣元事業主 （抽出枠）平成２５年労働者派遣事業報告により作成され

た派遣元事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，０００／７０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年６月１日現在 （系

統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２８年１月８日～１月２２日 

【調査事項】 １．事業所の概要（１）雇用形態別の従業員数、（２）兼業の状況、２．

事業内容（１）労働者派遣事業で取り扱っている職種、（２）労働者派遣事

業の経営状況（売上高、営業利益）、３．労働者派遣事業の状況（１）派遣

労働者との派遣契約期間（当初・通算）別派遣契約件数、（２）派遣労働者

の募集方法、希望やスキル等の把握方法及びスキル等の社内共有状況、（３）

派遣先事業所の職場環境等の把握の取組状況、（４）派遣労働者の初めて派

遣される派遣先における賃金の決定方法、（５）派遣労働者に対する教育、

キャリアアップの実施状況及び具体的内容、（６）派遣労働者の雇用安定に

向けた取組内容及び派遣契約期間中の処遇見直しの実施状況、（７）派遣労

働者の各種保険加入状況、（８）派遣先事業者との派遣契約の中途解除状況

及びその後の対応、４．今後の事業展開（１）今後の事業見通し、課題、

事業展開、５．平成２４年改正派遣法の実施状況（１）日雇派遣の実施状

況、（２）日雇派遣の実施形態及び実施業務、（３）日雇派遣の労働者の状

況確認方法、（４）日雇派遣実施時の雇用契約期間、派遣契約期間及び平均

時給額、（５）日々紹介の実施状況及び開始時期、（６）日々紹介の実施業

務及び平均時給額、（７）紹介先の業務代行の実施状況及び実施内容、（８）

グループ企業内派遣の実施状況及びその対応方法、（９）離職後１年以内の

派遣労働者に関する派遣先からの通知の有無及び離職前の雇用形態、（１０）

派遣労働者の均衡待遇における考慮事項、（１１）マージン率及びそのマー

ジン率となっている原因、（１２）派遣労働者の待遇の決定の際の考慮事項  
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○一般統計調査の中止 

【調査名】 建築物実態調査 （平成２７年通知） 

【通知年月日】 平成２７年１２月８日 

【実施機関】 国土交通省 総合政策局 情報政策課 建設経済統計調査室 

【目 的】 本調査は、着工建築物及び除却建築物の届出の実態を現地調査により把握し、

住宅行政等の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－建築物実態調査票 

【公 表】 インターネット（ｅ－ｓｔａｔ）及び印刷物 （ただし、「届出の有無」に関

する集計を除く。また、公表する集計範囲は全国計のみとする。）（調査実施翌年

の１１月前半） 

※ 

【調査票名】 １－建築物実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業者 （属性）調査実施年の前年中に建築工事

に着手した建築物及び除却の工事が行われた除却建築物のうち、建築基準法

第１５条第１項の届出対象となるものの使用主等 （抽出枠）国勢調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，１２６／５４０，０００ （推計） 

（配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査実施前年

の１月１日～同年１２月３１日 （系統）国土交通省－都道府県－統計調査

員（都道府県、市区町村職員等）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月１日～１１月１５日 

【調査事項】 １．着工建築物（１）建築主の種別、（２）着工時期、（３）工事種別、（４）

１棟の用途、（５）構造、（６）床面積の合計、（７）工事別、（８）住宅の種

類、（９）住宅の戸数、（１０）住宅の床面積の合計、２．除却建築物（１）

除却原因、（２）除却時期、（３）用途、（４）構造、（５）建築物の数、（６）

住宅の戸数、（７）床面積の合計 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 東京都における販売・営業分野での雇用に関する職業能力開発ニー

ズ調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月７日 

【実施機関】 東京都産業労働局雇用就業部能力開発課 

【目 的】 本調査は、東京都内の企業における販売・営業分野での雇用について調査し、

企業ニーズを反映させた職業訓練科目を開発するための基礎資料とすることを

目的とする。 

【調査の構成】 １－東京都における販売・営業分野での雇用に関する職業能力開発ニー

ズ調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－東京都における販売・営業分野での雇用に関する職業能力開発ニーズ

調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都内全域（島しょを除く） （単位）企業及び事業所 （属

性）①販売・営業関連業、②個人経営、会社企業（外国の会社を除く）、法

人、③個人経営の本所・独立事業所及び会社企業の単独事業所、並びに会社

企業の本所 （抽出枠）厚生労働省東京労働局提供の求人事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２８年１月１日現在 （系統）

東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２８年２月２日～同月１７日 

【調査事項】 １．報告者の属性（企業規模、業務内容、所在地域等）、２．採用（計画、

実績等）、３．従業員の現状、４．行政への要望  
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【調査名】 「新県立大学」の卒業生の採用意向に関するアンケート調査（平成

２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月７日 

【実施機関】 長野県 総務部 県立大学設立準備課 

【目 的】 本調査は、新県立大学の設置に向けて文部科学省に提出する大学設置認可申

請書の添付書類である「人材需要の動向等を記載した書類」の作成に必要なため、

新県立大学卒業生の就職先として想定される企業・事業所・市町村役場等を対象

にアンケート調査を実施し、新県立大学卒業生の採用見通し等について把握する

ことを目的とする。 

【調査の構成】 １－「新県立大学」の卒業生の採用意向に関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－「新県立大学」の卒業生の採用意向に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）長野県内全域 （単位）企業、事業所、地方公共団体 （属性）

新県立大学卒業生の進路として想定される企業・事業所・市町村役場。（な

お、左記の事業所には、管理栄養士としての採用が期待される給食施設、保

育士・幼稚園教諭としての採用が期待される保育園・幼稚園・児童福祉施設

を含む。） （抽出枠）【市町村役場、特定給食施設】：県内市町村名簿及び

長野県特定給食施設名簿から全数を選定。【事業所（企業等）】：平成２６年

経済センサス基礎調査による平成２６年次フレーム（速報）及び長野県短期

大学卒業生進路台帳に掲載された事業所から、従業員規模、長野県短期大学

の過去５年間の卒業生の就職先実績等により１０００所程度、有意抽出選定。 

【調査方法】 （選定）全数、有意抽出 （客体数）２０００程度 （市町村役場及び事

業所（企業等）を含む）  約１１３０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２８年１月１日現在 （系統）長野県－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２８年１月上旬～同年２月末日 

【調査事項】 １．属性（会社形態（設置主体）、所在地（市町村名）、業種等）、２．従

業員規模、３．新県立大学卒業生に対する採用意向、採用予定数、４．新県

立大学で育成する人材像への関心度、５．有資格者（職員）の年齢構成、６．

過去３年間の職員採用人数、７．新県立大学への意見・要望  
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【調査名】 佐賀県住生活基本計画見直しに係る県民アンケート調査（平成２７

年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月７日 

【実施機関】 佐賀県建築住宅課 

【目 的】 本調査は、佐賀県民の住まいや住宅の周辺環境に関する実状や意向等を把握

し、佐賀県住生活基本計画の見直しのための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－佐賀県住生活基本計画見直しに係る県民アンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－佐賀県住生活基本計画見直しに係る県民アンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）佐賀県内全域 （単位）個人 （属性）佐賀県内に居住している

２０歳以上の者 （抽出枠）各市町の住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，２００／６７０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２８年１月１１日現在 

（系統）佐賀県－市町－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２８年１月１１日～同月２５日 

【調査事項】 １．家族の状況、２．住まいに対する志向、３．住まいに関する親世代や

子供との関係等  
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【調査名】 佐賀県住生活基本計画見直しに係る５０代以上県民アンケート調査

（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月７日 

【実施機関】 佐賀県建築住宅課 

【目 的】 本調査は、佐賀県内の高齢者（今後高齢者となる者も含む）の住まいや住宅

の周辺環境、生活支援に関すること等について実状や意向を把握し、佐賀県住生

活基本計画及び佐賀県高齢者居住安定確保計画の見直しのための基礎資料を得

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－佐賀県住生活基本計画見直しに係る５０代以上県民アンケート調査 

調査票 

※ 

【調査票名】 １－佐賀県住生活基本計画見直しに係る５０代以上県民アンケート調査 

調査票 

【調査対象】 （地域）佐賀県内全域 （単位）個人 （属性）佐賀県内に居住している

５０歳以上の者 （抽出枠）各市町の住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，２００／３９７，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２８年１月１１日現在 

（系統）佐賀県－市町－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２８年１月１１日～同月２５日 

【調査事項】 １．家族の状況、２．住まいに対する志向、３．サービス付き高齢者向け

住宅、地域で住み続けられるために必要なこと等  
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【調査名】 受動喫煙に係る実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月７日 

【実施機関】 沖縄県 保健医療部 健康長寿課 

【目 的】 本調査は、受動喫煙による健康被害をなくし、健康で住みよい沖縄県を推進

していくために、現在の状況及び意識や要望を把握し、今後の受動喫煙防止対策

の推進方策検討のための基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－事業所調査票 ２－従業員調査票 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業所及び施設 （属性）各事業所、県内

の公共施設等多くの人が集まる施設 （抽出枠）指定業種の事業所（施設） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）調査時点 （系統）沖縄県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１２月末日から平成２８年

１月まで 

【調査事項】 １．事業所施設、２．事業所の状況、３．受動喫煙に関する認識・意識、

３．今後の対策、４．行政への要望 

※ 

【調査票名】 ２－従業員調査票 

【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）個人 （属性）調査対象事業所に勤務する

従業員 （抽出枠）事業所調査を行う事業所の従業員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）調査時点 （系統）沖縄県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１２月末日から平成２８年

１月まで 

【調査事項】 １．喫煙状況等、２．受動喫煙に関する認識・意識、３．今後の対策、４．

行政への要望  
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【調査名】 漁家意識調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月７日 

【実施機関】 福岡市 農林水産局 水産部 水産振興課 

【目 的】 本調査は、次期水産業総合計画（第１０次、平成２９年度～平成３３年度）

を作成するにあたり、福岡市沿岸漁業における漁家の経営状況の実態を把握分析

し、計画策定の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－漁家意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－漁家意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）福岡市内全域 （単位）漁業経営体 （属性）福岡市漁業協同組

合に属している漁家 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４３３ （配布）調査員（自計方式） （取集）

調査員（自計方式） （記入）自計 （把握時）平成２７年１２月３１日現

在 （系統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２８年１月１日から同月１９日まで 

【調査事項】 １．就業状況に関する事項、２．漁業経営に関する事項、３．漁獲物の販

売状況に関する事項、４．漁業後継者に関する事項、５．新たな漁業者の受

け入れに関する事項、６．漁船以外の船舶の影響に関する事項、７．漁協に

関する事項、８．資源管理と漁場環境に関する事項、９．水産業の振興施策

に関する事項  
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【調査名】 労務管理実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月１４日 

【実施機関】 岡山県産業労働部労働雇用政策課 

【目 的】 本調査は 、岡山県内の民間事業所における仕事と家庭の両立支援等の推進

に関する実態を把握し、岡山県の労働行政施策の基礎資料とするとともに、調査

結果を活用し、仕事と家庭を両立できる職場環境づくりやワーク・ライフ ・バ

ランスを推進することを目的とする。 

【調査の構成】 １－仕事と家庭の両立支援に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－仕事と家庭の両立支援に関する調査票 

【調査対象】 （地域）岡山県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類 「鉱業、採石業、砂利採取業」、「建設業」、 「製造業」、 「電

気 ・ガス ・熱供給 ・水道業」、 「情報通信業」、 「運輸業、郵便業」、 

「卸売業、小売業」、 「金融業、 保険業」、 「不動産業、物品賃貸業」 、

「宿泊業、飲食サービス業」、「教育、学習支援業」、 「医療、福祉」、 「複

合サービス事業」、 「サービス業 （他に分類されないもの）」に属し、従

業者数が３０人以上の民間事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

（平成２６年次フレーム） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／４，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１０月１日 （系統）

岡山県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２８年１月１８日～同年２月８日 

【調査事項】 １．事業所に関する事項、２．仕事と家庭の両立に関する事項、３．育児

休業制度等に 関する事項、４．子の看護休暇に関する事項、５．介護休業

制度等に関する事項、６．介護休暇に関する事項、７．育児休業 ・介護休

業終了後の職場復帰に関する事項、８．再雇用制度に関する事項、９．パー

トタイム労働者の雇用管理に関する事項、１０．女性の活躍の推進状況に関

する事項、１１．職場における心の健康対策 （メンタルヘルスケア） に

関する事項  
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【調査名】 高年齢者就業状況等調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月１７日 

【実施機関】 福岡市保険福祉局高齢社会部高齢社会政策課 

【目 的】 人口減少社会の中で社会の活力を維持していくためには、年齢にかかわりな

く、意欲のある高年齢者が能力や経験を活かして生涯現役で就業、起業で活躍し

続けられるような創業・就業環境を整えていくことが必要である状況を踏まえ、

市内在住の高年齢者と市内の民間事業所に、就業状況等についてアンケート調査

することで、本市在住の高年齢者の創業・就業に対する実態、意識、ニーズを把

握するとともに、高年齢者の持つ能力と時間を最大限活用できるような施策の検

討に必要なデータの収集や分析を行なうことを目的とする。 

【調査の構成】 １－高年齢者就業状況等調査 調査票（６０歳以上７４歳以下の男女） 

２－高年齢者就業状況等調査 調査票（民営事業所） 

※ 

【調査票名】 １－高年齢者就業状況等調査 調査票（６０歳以上７４歳以下の男女） 

【調査対象】 （地域）福岡市内全域 （単位）個人 （属性）６０歳以上７４歳以下の

男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／２５２，３３１ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１２月１日現在 

（系統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１２月２２日～翌年１月２

２日 

【調査事項】 高年齢者の創業・就業に対する実態に関するもの 

※ 

【調査票名】 ２－高年齢者就業状況等調査 調査票（民営事業所） 

【調査対象】 （地域）福岡市内全域 （単位）事業所 （属性）民営事業所 （抽出枠）

市ホームページ・登録事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／５，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１２月１日現在 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１２月２２日～翌年１月２

２日 

【調査事項】 高年齢者の創業・就業に対する実態に関するもの  
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【調査名】 埼玉県知事選挙の啓発活動等に関する意識調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月２８日 

【実施機関】 埼玉県 企画財政部 市町村課 

【目 的】 本調査は、平成２７年８月９日執行埼玉県知事選挙における県民の投票行動

と政治意識、選挙意識及び選挙啓発等の関連を調査することにより、各種選挙に

おいて低位にある本県の投票率について分析し、調査結果については、今後の選

挙時啓発の在り方を検討するための参考となるように取りまとめることを目的

とする。 

【調査の構成】 １－埼玉県知事選挙の啓発活動等に関する意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－埼玉県知事選挙の啓発活動等に関する意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）埼玉県全域 （単位）個人 （属性）県内の選挙人名簿登録者 （抽

出枠）選挙人名簿を用い、県内を衆議院小選挙区選出議員の選挙区（埼玉県

第１区～第１５区）により１５地域に分け、当該地域に所在する世帯から層

化二段無作為抽出により選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／５，９２８，６４８ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２７年８月９

日（埼玉県知事選挙の投票日。期日前投票を含む。） （系統）埼玉県－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２８年１月７日～同月下旬 

【調査事項】 １．投票行動（１）知事選挙の投票行動、（２）投票した理由、（３）投票

に行った時間、（４）候補者を選ぶときに重視する点、（５）投票しなかった

理由、２．埼玉県政への関心度（１）関心度が低い理由、（２）関心度が高

い人に、投票しに行く人に対する考え、３．有権者が行きやすい投票所につ

いて、４．知事選の実施を知った媒体、５．投票率低下の現状について（１）

知事選の投票率が低下している現状に対する考え、（２）投票率が低い原因、

（３）投票率の向上を図る取組を行うべき主体（選挙管理委員会以外で）、（４）

投票日の周知のために効果的な啓発活動、（５）選挙管理委員会や行政が投

票した人に特典を与えることに対する考え、６．主権者教育や有権者の政治

意識向上のための取組（１）主権者教育を行うべき段階、（２）有権者の政

治意識を高める取組を行うべき主体（選挙管理委員会以外で）、７．選挙権

年齢が１８歳以上に引き下げられることへの認知度、８．選挙管理委員会が

行う周知・啓発の取組について（１）選挙制度や投票手続き等の周知を行う

べき対象、（２）選挙制度や投票手続き等の周知のために、選挙管理委員会

が行うべき取組、（３）選挙管理委員会が行っている啓発活動の効果、（４）

選挙管理委員会の啓発活動についての考え、９．自由意見、１０．フェイス
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シート  
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○届出統計調査の受理 

（２）変更 

【調査名】 受動喫煙防止対策実施状況調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月２日 

【実施機関】 青森県健康福祉部がん・生活習慣病対策課 

【目 的】 本調査は、「健康あおもり２１（第２次）」の中間評価に向け、公共の場及び

職場の受動喫煙防止対策実施状況調査を実施し、今後の喫煙対策の推進に必要な

基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成２３年に、調査の名称が「公共の場及び職場等の喫煙対策調査」から「受

動喫煙防止対策実施状況調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（官公庁（市町村）用） ２

－受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（官公庁（県の施設）用） ３

－受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（学校・保育施設用） ４－受

動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（医療施設用） ５－受動喫煙防止

対策実施状況調査 調査票（事業所用） 

※ 

【調査票名】 １－受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（官公庁（市町村）用） 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）地方公共団体 （属性）官公庁（市町村） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２８年１月１日 （系統）青森県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（原則として４年） （実施期日）平成２８年１月７日

～同月３１日（予定） 

【調査事項】 １．施設の属性（従業員数、男女比）、２．職場における受動喫煙防止対

策ついて（受動喫煙防止対策の実施状況、今後の取組、職員への指導等）、

３．文化施設、体育施設、保健センターにおける受動喫煙対策について、４．

住民への個別保健指導等の禁煙支援プログラムの提供について 

※ 

【調査票名】 ２－受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（官公庁（県の施設）用） 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）地方公共団体 （属性）官公庁（県の施設） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２８年１月１日 （系統）青森県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（原則として４年） （実施期日）平成２８年１月７日

～同月３１日（予定） 

【調査事項】 １．施設の属性（従業員数、男女比）、２．職場における受動喫煙防止対

策ついて（受動喫煙防止対策の実施状況、今後の取組、職員への指導等） 

※ 
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【調査票名】 ３－受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（学校・保育施設用） 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）学校及び保育施設 （属性）学校（私立中

学校、私立高等学校、短期大学、大学、高等専門学校、看護師養成学校）、

保育施設（保育所（園）、幼稚園） （抽出枠）保育施設（保育所（園）及

び幼稚園）については、青森県健康福祉関係施設名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１５１（学校：５１、保育施設：

１００）／５８９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

平成２８年１月１日 （系統）青森県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（原則として４年） （実施期日）平成２８年１月７日

～同月３１日（予定） 

【調査事項】 １．施設の属性（従業員数、男女比）、２．職場における受動喫煙防止対

策ついて（受動喫煙防止対策の実施状況、今後の取組、職員への指導等）、

３．児童生徒等に対する防煙（喫煙防止）・禁煙教育の実施について 

※ 

【調査票名】 ４－受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（医療施設用） 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）医療機関（病院、

診療所） （抽出枠）医療機関のうち診療所については、医療施設調査を基

に抽出。 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）２１３（病院：１０３、診療所：

１１０）／７５２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

平成２８年１月１日 （系統）青森県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（原則として４年） （実施期日）平成２８年１月７日

～同月３１日（予定） 

【調査事項】 １．施設の属性（従業員数、男女比）、２．職場における受動喫煙防止対

策ついて（受動喫煙防止対策の実施状況、今後の取組、職員への指導等）、

３．受診者への個別保健指導等の禁煙支援プログラムの提供について、４．

禁煙外来の開設について 

※ 

【調査票名】 ５－受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票（事業所用） 

【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうち、「農業・林業」、「漁業」、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「教

育、学習支援業」「医療、福祉」以外に属する従業者１人以上の事業所 （抽

出枠）平成２６年経済センサスー基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８４０／５２，６３８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２８年１月１日 （系統）青森県

－報告者 
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【周期・期日】 （周期）不定期（原則として４年） （実施期日）平成２８年１月７日

～同月３１日（予定） 

【調査事項】 １．施設の属性（従業員数、男女比）、２．職場における受動喫煙防止対

策ついて（受動喫煙防止対策の実施状況、今後の取組、職員への指導等）  
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【調査名】 北九州市雇用動向調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月７日 

【実施機関】 北九州市産業経済局総務政策部雇用政策課 

【目 的】 本調査は、北九州市内事業所の雇用動向（従業員の推移、採用状況等）を調

査・分析し、今後の雇用対策を行うにあたっての基礎資料とすることを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－北九州市雇用動向調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－北九州市雇用動向調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）事業所 （属性）従業員２０人以上の民

営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース （平成２６年次フレーム） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／４，３００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２８年１月１日時点 （系統）

北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２８年１月上旬～同月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要（業種、業況判断、従業員規模等）、２．採用状況、３．

高年齢者（５５歳以上）雇用について  
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【調査名】 市民アンケート（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月７日 

【実施機関】 北九州市総務企画局行政経営課 

【目 的】 北九州市は、基本構想・基本計画である「元気発進！北九州」プランを着実

に推進するため、行政評価を導入し、ＰＤＣＡサイクルによる事業管理を行って

いる。行政評価においては、施策や事業の成果指標を設定する際、市民の認知度

や行動など、アンケートによらなければ成果の検証が困難な事業もあるため、当

該調査を行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－市民アンケート 調査票 

※ 

【調査票名】 １－市民アンケート 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）個人 （属性）調査実施前年の時点で

市内に住民票がある２０歳以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／７９７，８２６ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入時点（平成２８

年２月初旬～同月下旬） （系統）北九州市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２８年２月初旬～同月下旬 

【調査事項】 １．本市への好感度について、２．本市への愛着度について、３．本市へ

の誇りや自信について、４．本市の魅力について、５．安全・安心総合相談

ダイヤルについて、６．消費生活センターについて、７．消費者トラブルに

ついて、８．まちの治安について、９．暴力追放への取組について、１０．

防災について、１１．住宅用火災警報器について、１２．北九州市非核平和

都市宣言について、１３．多文化共生の推進について、１４．魅力ある海辺

づくりについて、１５．芸術・文化活動について、１６．スポーツ・運動の

実施状況について、１７．スポーツ観戦について、１８．公共スポーツ施設

について、１９．地域づくりへの参加状況について、２０．北九州市自治基

本条例について、２１．商店街や市場（スーパーを除く）の利用について、

２２．総合農事センターについて、２３．北九州フィルム・コミッションに

ついて、２４．環境保全の取組について、２５．ＥＳＤの取組について、２

６．環境未来都市について、２７．環境マスコットキャラクターについて  
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【調査名】 企業対象暴力に関するアンケート調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月９日 

【実施機関】 北九州市市民文化スポーツ局安全・安心推進部 

【目 的】 本調査は、北九州市内の事業所、企業を対象に暴力追放に関する意識や被害

を調査し、今後の啓発・相談・排除活動の施策を効果的に推進していくための資

料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－企業対象暴力に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－企業対象暴力に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）事業所 （属性）従業員１０名以上の

事業所 （抽出枠）母集団データベース（平成２６年次フレーム） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２７年１２月１日 （系統）北九州市―報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２８年１月１２日～同月２２日 

【調査事項】 暴力団等反社会的勢力からの不当要求の有無、内容、金額、対応について

等  
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【調査名】 神戸市内景況・雇用動向調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月１４日 

【実施機関】 神戸市産業振興局経済部経済企画課 

【目 的】 本調査は、具体的施策や事業についての意見を求めるほか、市民生活に関す

る意識を市の事業や施策を実施していく上での参考とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－神戸市内景況・雇用動向調査票 

※ 

【調査票名】 １－神戸市内景況・雇用動向調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市内全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の「建

設業」、「製造業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、小売業」、「金融業、保険業」、

「不動産業、物品賃貸業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「教育、学習支援業」、

「医療、福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」

に属する神戸市内に本社が所在する企業 （抽出枠）事業所母集団データベ

ースをもとに作成した企業名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／２０，７１３ （配布）郵送 

（取集）郵送・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）平成２８年１月１日 （系

統）神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）平成２８年１月１８日～同年２月１２日 

【調査事項】 １．景況・雇用状況に関する事項、２．事業計画に関する事項、３．ＴＰ

Ｐの影響に関する事項  
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【調査名】 新潟市景況調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月１７日 

【実施機関】 新潟市経済部産業政策課 

【目 的】 本調査は、新潟市内の民営事業所について景気動向を把握し、地域産業の振

興施策を検討するうえでの基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－新潟市景況調査票 

※ 

【調査票名】 １－新潟市景況調査票 

【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）事業所 （属性）市内民営事業所。対象と

なる事業所は、事業所母集団のデータベースの産業分類に掲げる「建設業」、

「製造業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、小売業」、「不動産

業、物品賃貸業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サー

ビス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「サービス業（他に分類されない

もの）」に属する民営事業所。 （抽出枠）事業所母集団データベースの名

簿をもとに、市内の民営事業所を「建設業」、「製造業」、「運輸・通信業」、「卸・

小売業」、「飲食・宿泊業」、「サービス業」の６業種に分ける。それぞれの業

種を、小規模（従業者数１～４人）、中規模（従業者数５～１９人）、大規模

（従業者数２０人以上）に分類し、各層から１１１事業所を抽出する（「卸・

小売業」と「サービス業」の小規模は１１２事業所を抽出）。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／３３，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）上期：４月から９月まで、下

期：７月から１２月まで （系統）新潟市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）上期：９月下旬から１０月上旬まで、下期：

１月中旬から１月下旬まで 

【調査事項】 １．業況、２．（１）生産・売上、（２）受注状況、３．（１）出荷量、（２）

出荷額、４．（１）製・商品在庫、（２）原材料在庫、５．（１）仕入価格、（２）

販売価格、（３）資金繰り、（４）正社員の数、（５）臨時・パート社員等の

数、（６）所定外労働時間、（７）１人当たり人件費、６．（１）生産設備、

営業用設備、（２）設備投資、（３）設備投資目的、７．経営上の問題、８．

（１）事業所の動向、（２）業界の動向、９．事業承継の現状について 
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【調査名】 岩手県生産動態統計調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年１２月１８日 

【実施機関】 岩手県政策地域部調査統計課 

【目 的】 岩手県内における鉱工業生産動向を早期かつ総合的に把握し、産業経済振興

の基礎資料とするため、「岩手県鉱工業生産指数」を毎月作成・公表しているが、

経済産業省生産動態統計調査において本県で対象となっていない品目があるこ

とから、その実態について把握しようとするもの。 

【調査の構成】 １－岩手県生産動態統計調査（平成２７年届出） 

※ 

【調査票名】 １－岩手県生産動態統計調査（平成２７年届出） 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）調査指定品目：事業所 参考品目：行政機

関 （属性）日本標準産業分類（平成１９年１１月改定）の大分類中、Ｃ－

鉱業・採石業・砂利採取業、Ｅ－製造業に属する事業所のうち、調査指定品

目を生産する事業所及び岩手県鉱工業生産指数を作成するために必要とな

る参考品目を扱う団体・行政機関 （抽出枠）調査指定品目：平成２２年鉱

工業生産指数の結果から、製造品出荷額の多い事業所を有意抽出する。 参

考品目：全数調査 

【調査方法】 （選定）調査指定品目：有意抽出 参考品目：全数調査 （客体数）調査

指定品目：５０ 参考品目：４ （配布）調査員、郵送 （取集）調査員、

輸送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）岩手県－（統計調

査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月（平成２８年４月調査以降） （実施期日）提出期限は翌

月１０日（調査員経由は翌月５日まで） 

【調査事項】 １．生産品の月間生産高及び月間出荷高並びに月末在庫高 ２．原材料の

月間受入高、月間消費高及び他工場への引渡高並びに月末在庫高 ３．月末

現在従業者数 

 

- 32 -


	01表紙_2712
	02月報_新_2712_目次●●●
	バインダー1
	03統計調査の審査状況2712：基幹統計●●
	04統計調査の審査状況2712：一般統計●●
	１　統計調査の審査状況（総括表）

	05統計調査の審査状況2712：一般統計の中止●●
	２　一般統計調査の中止

	06統計調査の審査状況2712：届出●●
	１　統計調査の審査状況（総括表）

	07月報_新_2712_一般●●
	08月報_新_2712_届出●●●




